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

 現⾏の実務においても、指名債権譲渡（購入した貸出債権）など、貸出債権について償却原価法を適用するケース

はあるが、地⽅銀⾏にとっては特殊な対応である。その際は、定額法により処理を⾏っているが、それでも、実務上負担

感を感じている。こうした中で、⼿数料を考慮し、利息法を適⽤することになるとシステム導⼊が必須となる。

 システムの導入には、債権ごとのキャッシュフロー（元⾦・利息・⼿数料）や約定⾦利等の情報の管理、実効⾦利と償

却原価を算定するロジックの構築等も必要であり、対応コストは甚大。

 その他にも、貸借対照表価額＝貸出⾦残⾼とならない場合は、複数価額（対顧客の残高・貸借対照表上の価額・

税務上の価額等）の管理等が必要となり、決算・開示対応に要する時間も増加する。

 現⾏の⼿数料の実態を踏まえると、実効⾦利に基づく償却原価は貸出⾦残⾼と近似した⾦額になり得る。また、地方

銀⾏では貸出債権を頻繁に売買する実態はないなかで、財務会計上で複雑な計算を求める必要性は低い。

 なお、⼿数料を実効⾦利に含めないとする場合においても、費用対効果の観点から、収益認識の⽅法について複雑な

計算を求めることはメリットに乏しい。




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 ボラティリティの増加

 ⾦融検査マニュアル廃⽌および融資ＤＰとの整合性・継続性

 ⾦融仲介機能への影響  間接⾦融のウェイト

 具体的な実施方法に係る情報提供

 簡便な⽅法の検討
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預⾦シェア（2023年３⽉末）

中⼩企業向け貸出残⾼・⽐率

会員銀⾏（62⾏）

都道府県 地⽅銀⾏

北海道 北海道銀⾏

⻘森県
⻘森銀⾏

みちのく銀⾏

岩手県
岩⼿銀⾏

東北銀⾏

宮城県 七⼗七銀⾏

秋田県
秋⽥銀⾏

北都銀⾏

山形県
荘内銀⾏

⼭形銀⾏

福島県 東邦銀⾏

茨城県
常陽銀⾏

筑波銀⾏

栃木県 ⾜利銀⾏

群馬県 群⾺銀⾏

埼玉県 武蔵野銀⾏

千葉県
千葉銀⾏

千葉興業銀⾏

東京都 きらぼし銀⾏

神奈川県 横浜銀⾏

新潟県 第四北越銀⾏

⼭梨県 ⼭梨中央銀⾏

⻑野県 ⼋⼗⼆銀⾏

富山県
北陸銀⾏

富⼭銀⾏

石川県 北國銀⾏

福井県 福井銀⾏

岐阜県
⼤垣共⽴銀⾏

⼗六銀⾏

静岡県

静岡銀⾏

スルガ銀⾏

清⽔銀⾏

愛知県 ―

三重県
百五銀⾏

三⼗三銀⾏

都道府県 地⽅銀⾏

滋賀県 滋賀銀⾏

京都府 京都銀⾏

大阪府
関⻄みらい銀⾏

池⽥泉州銀⾏

奈良県 南都銀⾏

和歌山県 紀陽銀⾏

兵庫県 但⾺銀⾏

鳥取県 ⿃取銀⾏

島根県 ⼭陰合同銀⾏

岡山県 中国銀⾏

広島県 広島銀⾏

山口県 ⼭⼝銀⾏

徳島県 阿波銀⾏

香川県 百⼗四銀⾏

愛媛県 伊予銀⾏

高知県 四国銀⾏

福岡県

福岡銀⾏

筑邦銀⾏

⻄⽇本シティ銀⾏

北九州銀⾏

佐賀県 佐賀銀⾏

⻑崎県 ⼗⼋親和銀⾏

熊本県 肥後銀⾏

大分県 ⼤分銀⾏

宮崎県 宮崎銀⾏

⿅児島県 ⿅児島銀⾏

沖縄県
琉球銀⾏

沖縄銀⾏

⾃⼰資本⽐率

貸出シェア（2023年３⽉末）
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 将来の平均的な損失（コスト）は引当で備え、それを超える損失（リスク）は自己資本で備える体制を整備。さらに、

リーマンショックのような数⼗年に⼀度の⼤きなショックが発⽣した際にも損失を吸収できるように、ストレステストを実施し、

フォワードルッキングな観点から資本の十分性を検証。

 国際合意に基づき⾃⼰資本⽐率規制に服しており、⾃⼰資本⽐率、業種別・残存期間別のエクスポージャー額等を

他⾏と⽐較可能な形で開⽰（Appendix D 参照）。

 地⽅銀⾏界独⾃の取り組みとして、「信用リスク情報統合サービス」（CRITS®）を運営。①財務・信用情報データ

ベース（デフォルトデータを共有）、②財務スコアリングモデル、③信用VaR計測モデル（与信ポートフォリオ分析機

能）を提供（Appendix C 参照） 。

 現⾏の会計基準の枠組みにおいて、⾃⾏の融資ポートフォリオの特性等を踏まえ、信用リスクを、より的確に償却・引当

に反映する取り組みを実施。
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（注２）2022年９⽉期に⾒直しを実施した銀⾏

地域銀⾏の引当の⾒直し状況

（出典）⽇本銀⾏「地域⾦融機関の引当⽅法の⾒直しと経営改善⽀
援への取り組み」（2023年３⽉）

（注１）対象は地⽅銀⾏ 62 ⾏、第⼆地⽅銀⾏ 37 ⾏、埼⽟りそな銀⾏

（注）対象は地⽅銀⾏62⾏、第⼆地⽅銀⾏37⾏

（出典）⾦融庁「⾦融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート」（2023年
6月）より地銀協加工

【2019〜2021年度】

【2022年度】

引当⽅法の⾒直しの具体例

⾒直し⽅法 具体的な内容

算定期間の変更

 過去の⼀定期間における貸倒実績率の平均値に基づ
き求めた貸倒損失率に、より実態を反映する算定期
間に基づいた算定等の修正を加えた予想損失率に
よって引当⾦を算出。

 債権種類や債務者区分ごとに平均残存期間に対応
する期間の予想損失率を⾒込み、引当⾦を算出。

算定期間数の変更

 予想損失額の算出に際し、貸倒実績率の過去の⼀
定期間における平均値に基づく損失率での算定を基
礎に、景気循環等を加味したより⻑期の過去⼀定期
間の平均値に基づく損失率の方が高い場合は、その
差分を加えた損失率で引当⾦を算出。

グループ引当（特
定ポートフォリオへの
引当）の導入

 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受けて
いることが毀損実績から想定される特定業種である債
務者について、一段階引き下げた債務者区分に係る
損失率を使⽤して引当⾦を算出。

フォワードルッキング
引当の導入

 景気予測と過去の景気推移および倒産実績を基に統
計的に推計したデフォルト率を⽤いて引当⾦を算出
（景気指標にはＧＤＰ成⻑率を使⽤）。

DCF法・CF⾒積法
の適用範囲の拡大

 特に信用リスクが大きく、回収可能⾒込額の控除後の
残額が一定額以上の大口債務者について、DCF法に
より引当を厚めに実施。
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全国地⽅銀⾏協会は、会員銀⾏の信⽤リスク管理⾼度化を⽀援するため、「信⽤リスク情報統合サービス」(Credit Risk Information
Total Service︓CRITS®)」を2004年より運営している。

CRITSには、①財務・信用情報データベース、②財務スコアリングモデル、③信用VaRモデルの3機能がある。

このうち「財務・信⽤情報データベース」については、会員銀⾏62⾏が、19年間にわたり、統⼀されたデータ登録基準に基づいて、貸出業務に関連
する豊富なデータ登録を⾏ってきており、リーマンショックをはじめとする特徴的な経済・社会動向をカバーしたデータベースへと成⻑を遂げている。

 CRITSデータベースの特徴

時系列データの充実

 リーマンショック、⾦融円滑化法、東⽇本⼤
震災、アベノミクスといった特徴的な経済・社
会動向をカバー

 最⻑で累積19年のデフォルト率、格付遷移
確率の集計が可能

豊富な収集データ項目

 業種、地域、規模、財務、信⽤度等の基
本項目

 担保・保証、貸出⾦利、残存期間などの取
引関連データ

 メイン先区分、創業年、代表者⽣年等の
定性データの収集も試⾏

ビッグデータ

 会員銀⾏62⾏が19年間にわたり着実に
データ登録を実施

 地銀のほぼ全ての事業性貸出先を網羅

 足下100万先超の債務者、延べ約1,000
万件超の決算書、延べ300万件超のデフォ
ルトデータ

⾼精度・客観性・⽐較可能性

 統一されたデータ登録基準

 安定したデータ⺟集団

 日本全国をほぼ偏りなくカバー

 厳格な精度管理プロセス

 全⾏データと⾃⾏データの⽐較が可能
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CRITSは、信⽤リスク定量化を主眼として開発・導⼊されたが、近年、会員銀⾏において⾃⾏のビジネスモデルや融資ポートフォリオの特性等を勘
案した貸出業務運営(≒リスクアペタイトフレームワーク)に取り組むにあたり、財務・信用情報データベース機能を中心に、CRITSの活用可能性
は更に⾼まりつつある。

このような状況を踏まえ、従来のようなEL、UL、VaR等の算出や、財務スコアリングモデルの構築・運⽤等に加え、各⾏の信⽤リスク管理や貸出
業務運営の⾼度化を⽀援する観点から、会員銀⾏のリスク管理部⾨等と共同で、以下のようなデータ分析に取り組んでいる。

様々な切り⼝のデータ還元

地銀の貸出業務運営を踏まえた分
析観点に着目

ベンチマーキングのサポート

客観的・比較可能なデータによる自
⾏の「⽴ち位置」情報の提供

中⻑期的将来予測の共同研究

⻑期時系列データ、マクロ経済指
標の活用

 CRITSデータを活⽤したデータ分析例

• 県内・県外取引別、単独⾏・複数⾏取引別、メ
イン先・⾮メイン先別デフォルト率などの算出

• 担保・保証の種類・保全割合と企業財務やデ
フォルト率との関係、財務スコアと債務者区分の
相関分析 など

• 与信集中度指標の算出

• ⾦融仲介機能のベンチマーク(一部項目)の試算

• ローカルベンチマークの試算 など

• マクロ経済シナリオによるストレステスト

• 実績デフォルト率と⾦融経済指標の相関分析

• 破綻懸念先の平均滞留年数、⻑期累積デフォル
ト率の分析 など

※ 上掲図はいずれもイメージであり、
実際のデータとは異なる。



一般社団法人全国地方銀行協会
Ｒｅｇｉｏｎａｌ ＢａｎｋｓＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆＪａｐａｎ

12



国内基準⾏

自己資本の
構成に関する
開示事項

 ⾃⼰資本（⾃⼰資本⽐率の分⼦）について、コア資
本に係る基礎項目、コア資本に係る調整項目の種類
ごとの額

 リスク・アセット（⾃⼰資本⽐率の分⺟）の額、⾃⼰
資本⽐率

定性的な開示
事項

 ⾃⼰資本の充実度に関する評価⽅法の概要
 信⽤リスクに関する事項（リスク管理の⽅針および⼿
続の概要（貸倒引当⾦の計上基準等を含む）、信
⽤リスク削減⼿法に関するリスク管理の⽅針および⼿
続の概要等）

定量的な開⽰
項目
※信用リスク
関係のみ

 エクスポージャー区分（地域・業種・残存期間）ごと
の期末残高およびそれらの主な種類別の内訳（貸出
⾦、債券等）

 ⼀般貸倒引当⾦、個別貸倒引当⾦の期末残⾼およ
び期中の増減額

 業種別の貸出⾦償却の額
 リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効
果を勘案した後の残高

 事業法人向けエクスポージャー等について、債務者格
付ごとのPDの推計値、LGDの推計値の加重平均値、
EADの推計値等（内部格付手法）

【イメージ】
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国際統⼀基準⾏

自己資本の
構成に関する
開示事項

 ⾃⼰資本（⾃⼰資本⽐率の分⼦）について、普通株
式等Tier1資本、その他Tier1資本、Tier2資本等の
種類ごとの額

 リスク・アセット（⾃⼰資本⽐率の分⺟）の額、⾃⼰資
本⽐率

定性的な
開示事項

 ⾃⼰資本の充実度に関する評価⽅法の概要
 リスクの特性ならびにリスク管理の⽅針、⼿続および体
制の概要

 信⽤リスクに関する事項（信⽤リスク管理・コントロール
に関する体制と組織、会計上の引当および償却に関す
る基準の概要、内部格付制度の概要等）

定量的な
開示項目
※信用リスク
関係のみ

 エクスポージャー区分（地域・業種・残存期間）ごとの
期末残⾼およびそれらの主な種類別の内訳（貸出⾦、
債券等）

 延滞期間別のエクスポージャーの期末残高
 リスク・アセットの概要
 エクスポージャー種類別（貸出⾦、有価証券、⽀払承
諾等）の帳簿価額の総額（デフォルト／⾮デフォルト
ごと）、引当⾦

 デフォルトした貸出⾦・有価証券等の残⾼の変動
 資産クラスおよびリスク・ウェイト別の信用リスク・エクス
ポージャー（標準的手法）

 ポートフォリオおよびデフォルト率（PD）区分別の信用
リスク・エクスポージャーの額、平均PD、平均LGD等
（内部格付手法）

 ポートフォリオ別のデフォルト率（PD）のバック・テスティ
ング（内部格付手法）
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